
様式１号
（総括票）

１　事業者等の概要

kl

t-
CO2

t-
CO2

台

t-
CO2

２　基準年度、計画期間及び報告対象年度

年度 年度～

年度

３　計画書（報告書）の公表方法等

その他

大分類 Ｄ 建設業

中分類

第二年度報告

36.81

ホームページ

報告対象
年度

印刷物の閲覧

第三年度報告第一年度報告

原油換算エネル
ギー使用量

基準年度

ｴﾈﾙｷﾞｰ起源二酸
化炭素排出量

21

制度に該当する
要件

氏名又は名称 中野土建株式会社

条例第12条第1項第1号及び条例施行規則第4条第2項第2号に該当する事業者

主たる事業
の概要

・総合建設業（土木､建築､舗装､水道施設､大工､とび･土工､管､鋼構造物等の各種事業）
・宅地建物取引業

０６ 総合工事業

条例第12条第1項第1号及び条例施行規則第4条第2項第1号に該当する事業者

代表者名

主たる事務所
の所在地

長野県中野市西二丁目５番１１号

80.38 79.58

36.63

事業活動温暖化対策計画書 兼 実施状況等報告書

上記以外（任意提出）の事業者

条例第12条第1項第2号に該当する事業者

氏名 代表取締役社長藏谷　伸太郎

主たる事業
の分類

役職名

最終年度の目標

37.18

問い合わせがある場合は、本社総務部において文書にて公開する。
連絡可能時間：午前８時３０分～午前１１時３０分、午後１時～午後４時３０分
連絡先電話番号：０２６９－２２－３１７５

基準年度実績

その他ガス
排出量合計

自動車の台数

自動車からの
排気ガス合計

年度

21

78.64

2022

2022 2022計画期間2021



様式１号
（総括票）

４　温室効果ガス排出抑制のための基本方針

５の１　温室効果ガス排出抑制のための組織体制

・生産性向上委員会　３か月毎に１回開催（年４回開催）

１．建設事業活動に関わる環境関連の放棄等を遵守し、環境保全に努めます。
２．事業活動の中で、省資源・省エネルギーを進め、二酸化炭素排出量の削減に努めます。
３．リサイクルを促進し、廃棄物の削減に努めます。
４．グリーン購入を進めるとともに、環境負荷の少ない設計施工に努めます。
５．この環境経営方針を全社員に周知するとともに、一般にも公開し、この取組の維持に努めま
す。

５の２　温室効果ガス排出抑制のための会議体等の名称及び開催頻度

本社

社長

計画書提出担当者

（総務部）

温暖化対策担当者

エコアクション21

推進委員会

営業部 土木部 建築部

温暖化対策責任者

（常務取締役 総務部長）

総務部・経理部



様式１号
（総括票）

６の１　エネルギー起源二酸化炭素の排出抑制に係る目標及び実績

80.38 t-CO2 生産高 27.00 単位 億円

2021 年度 80.38 t-CO2 基準原単位 2.98 t-CO2/ 億円

79.58 t-CO2 目標原単位 2.95 t-CO2/ 億円

2022 年度 1.0 ％ 目標削減率 1.00

78.64 t-CO2 生産高 60.47 単位 億円

2.16 ％ 原単位 1.30 t-CO2/ 億円

78.64 t-CO2 原単位削減率 56.37

2.16 ％

t-CO2 生産高 単位

％ 原単位 t-CO2/

t-CO2 原単位削減率

％

t-CO2 生産高 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/

t-CO2 原単位削減率

％

％

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

排出量

排出量等の
増減理由

削減率

調整後排出量

削減率

第三年度

－ 年度

基 準 年 度

目 標 年 度

・令和３年度までに省エネ型高効率蛍光灯、ＬＥＤ型蛍光灯に切り替え、大幅に
電力使用量を削減したことから、今後は、部屋の不使用時、退出時の消灯、更に
適正な室温管理を継続的に進めるとともに、社員の服装の工夫によりクーラーの
使用及び暖房燃料の節減を図る。

基準排出量

目標設定に
関する説明

調整後排出量

％

目標排出量

目標削減率

第一年度

排出量等の
増減理由

削減率

排出量

電気使用量及び灯油使用量は、基準年度と比較してほぼ同数値であることから、
部屋の部屋の不使用時・退出時の消灯や適正な室温管理を継続的に行い、冬期に
おける社員の服装の工夫により、排出量の削減ができたものと思料する。

％調整後排出量

削減率

％

削減率
第二年度

排出量

調整後排出量

削減率
－ 年度

2022 年度



様式１号
（総括票）

t-CO2 単位

2021 年度 t-CO2 基準原単位 t-CO2/

t-CO2 目標原単位 t-CO2/

2022 年度 ％ 目標削減率

t-CO2 単位

％ 原単位 t-CO2/

t-CO2 原単位削減率

％

t-CO2 単位

％ 原単位 t-CO2/

t-CO2 原単位削減率

％

t-CO2 単位

％ 原単位 t-CO2/

t-CO2 原単位削減率

％

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

６の２エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出抑制に係る目標及び実績

基 準 年 度

目 標 年 度

調整後排出量

基準排出量

目標排出量

％

第二年度

％

第一年度

排出量等の
増減理由

目標設定に
関する説明

目標削減率

削減率

排出量

％

％

調整後排出量

削減率

調整後排出量

削減率

排出量

削減率

排出量等の
増減理由

調整後排出量

削減率
2022 年度

－ 年度

－ 年度

第三年度
排出量

削減率



様式１号
（総括票）

単位

2021 年度 t-CO2/

t-CO2 t-CO2/

2022 年度 ％

単位

t-CO2/

2022 年度 ％

単位

t-CO2/

－ 年度 ％

単位

t-CO2/

－ 年度 ％

７　重点対策の実施状況

段階 番号

Ⅰ-1

Ⅰ-2

Ⅲ Ⅲ-1

Ⅳ Ⅳ-1

Ⅰ～Ⅱ

第三年度

原単位

原単位

t-CO2

t-CO2

t-CO2

第一年度 排出量
原単位

第二年度 排出量

削減率

排出量等の
増減理由

排出量等の
増減理由

％

次世代自動車の
導入計画

エコドライブの
励行

燃料使用量等の
定期的な把握

対策名称

削減率

目標削減率

実施予定

原単位削減率 ％

目標設定に
関する説明

％

％

原単位削減率

原単位削減率

排出量

削減率

基 準 年 度

目 標 年 度

t-CO2基準排出量

目標排出量

目標削減率

基準原単位

目標原単位

次世代自動車の
導入

６の３　自動車の使用に伴う二酸化炭素の排出抑制に係る目標及び実績

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

基準年度 第三年度 備考第一年度 第二年度



様式１号
（総括票）

８　排出抑制目標達成のための具体的な措置

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

９　自然エネルギー源利用設備等の導入計画及び状況

対策内容
区分
番号

150105
電力デマンド監視装置による電
力管理の実施（実施中）

150202

160202

自動調光のＬＥＤ型蛍光灯への
変更（実施済み）
窓ガラスはエコガラス、ブラインド設
置による適正な運用を図っている。

番号 区分

計画 状況

実施予定
年度

削減見込量
（t-CO2）

実施
年度

推計削減量
（t-CO2）

96 0 96太陽光 kw

第三年度第二年度第一年度基準年度単位機器の種類

20222022

2022

導入計画

エネ起 2022

2022エネ起

2022

エネ起



様式１号
（総括票）

１０　県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出実績 (所、t-CO2)

工場等数 排出量 工場等数 排出量 工場等数 排出量 工場等数 排出量

7 80.38 7 78.64

7 80.38 7 78.64

１１　県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出実績 (t-CO2)

１２　次世代車使用台数等の導入状況
(台)

次世代車導入割合 9.5 9.5

合計 0

第三年度

自動車総数

2合計

CH4

N2O

HFC

21

クリーンディーゼ
ル自動車

その他
(ハイブリッド等)

燃料電池自動車

基準年度

0

プラグイン・ハイ
ブリッド自動車

電気自動車

自動車種別

21

02 0

2 2

第三年度

0 0

第二年度

基準年度 第二年度ガスの種類

非エネルギー起源
CO2

第一年度

合計

PFC

SF6

NF3

第一年度

第三年度

3,000kl以上

1,500kl以上
3,000kl未満

1,500kl未満

工場等の規模
（原油換算エネル

ギー使用量）

基準年度 第一年度 第二年度
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１３　交通対策状況

１４　環境配慮活動状況

１５　自由記載欄

物流の合理化 なし

環境配慮活動
活動内容の詳細

実施内容 実施年度

来 客 者 の
交 通 対 策

なし

区分 実施内容

公共交通機関
の 利 用 促 進

なし

自 転 車
の 利 用 促 進

なし

SDGs 長野県SDGｓ登録制度へ登録している 令和2年～

TCFD提言 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD） 支持を表明している

環境マネジメントシステムを導入している

名称 エコアクション21
平成23年～

・ＩＳＯ９００１（平成１１年登録、継続中）

・ZEHビルダー公募の登録事業者
　平成28年度 住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業費補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ハ
ウス支援事業）において創設された「ZEHビルダー公募」の登録事業者です。

環境マネジメント
システム

SBT

グリーンボンド

ESG投資

グリーンボンドを発行している

ESG対話プラットフォームに登録している

SBT を策定済、またはコミットしている

RE100にコミットしている

再エネ100宣言RE Action　へ参加している
RE100

その他


